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研究成果の概要（和文）：本研究では、限界費用ゼロである再生可能エネルギーが普及したASEAN諸国とそれを
取り巻く日中韓３国との間の経済協力（ASEAN＋３）がもたらす影響を分析する枠組みを構築した。
具体的には、以下の３点を実施した。(1)限界費用ゼロエネルギーが基幹エネルギーとなったエネルギー市場に
おける市場制度の検討、(2)ASEAN＋３の諸国の経済協力の影響分析の枠組み検討、(3)再生可能エネルギーがエ
ネルギー需給の中心となった状況での国際電力市場制度の考察。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to develop a framework for analyzing the effects of 
economic cooperation between ASEAN member states, China, Korea and Japan with renewable energy of 
zero marginal cost as a main energy supply source. The three points of this research are: (1) 
Analysis of energy market rules in the energy supply-demand system mainly depending upon zero 
marginal cost energy. (2) Development of the framework for analyzing the economic cooperation 
effects between ASEAN member states, China, Korea and Japan. (3) Investigation of international 
framework for electricity market with renewable energy as a main energy supply source.

研究分野： Energy systems study

キーワード： Renewable energy　Zero marginal cost　ASEAN　Collaboration　SImulation experiment
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研究成果の学術的意義や社会的意義
限界費用ゼロエネルギーに対しては、それが基幹エネルギーとなったときには新たな市場制度を用意する必要の
あることは、本研究における重要な指摘である、そして、再生可能エネルギーの国際市場取引においては、さら
に再生可能エネルギーの出力の不確実性を取り除く意味でも、化学エネルギーに変換しておくことは有効なオプ
ションとなり得ることも指摘された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

中長期視点に立てば再生可能エネルギーとリサイクル技術に徐々にシフトすることが望まし
いと考えられるが、短期的には現状の各国の経済の状態や国際間の相互影響を考慮しなければ
ならず、再生可能エネルギー普及という目的に絞ったとしても，各国の政策策定は合意形成過程
も含めて非常に複雑なものとなる。その中でエネルギー需給状況を分析する数理モデルは複雑
な状況における客観的な因果関係を合理的に検討するための有効な支援ツールとなる。また実
際にも ASEAN 各国の政策担当者から、政策策定の有効な手法が求められている。しかし、エネ
ルギー政策の導入効果を、数理モデルを援用して比較評価する効果的な手法や枠組みは、発展途
上国はいうまでもなく、日本を含む工業化国においても確立しているとはいえない。特に，再生
可能エネルギーは燃料費ゼロ，すなわち限界費用ゼロという特殊な特徴を有しており，市場を含
む制度設計には従来の化石燃料を中心とした制度設計とは大きく異なる新規な考え方を必要と
する。 

 

２．研究の目的 

本研究では、限界費用ゼロである再生可
能エネルギーが普及した ASEAN 諸国とそ
れを取り巻く日中韓３国（ASEAN＋３）の
間の経済協力がもたらす影響評価の枠組み
を構築する。具体的には、以下の３点を実
施する。 

(1) 限界費用ゼロエネルギーが基幹エネ
ルギーとなったエネルギー市場にお
ける市場制度の検討、 

(2) ASEAN(+3)諸国の経済協力の影響
分析の枠組み検討（図１参照）、 

(3) 再生可能エネルギーがエネルギー需
給の中心となった状況での国際電力
市場制度の考察。 

 
３．研究の方法 

3.1 限界費用ゼロエネルギーが基幹エネルギーとなったエネルギー市場における（国内）
市場制度の検討 
限界費用ゼロエネルギーが基幹エネルギーとなったエネルギー市場において必要となる市場

制度について、理論的分析とシミュレーションモデルによる検討を行う。 

3.2  ASEAN＋３の諸国の経済協力の影響分析の枠組み検討 
ASEAN＋３の諸国の経済協力の影響分析には、産業連関表を用いた複数国のエネルギー経済

モデルによる各国の政策分析環境を構築し、協力の条件を変えることによる協力の効果の変化
の様子を定量的に分析する。 

また、ASEAN諸国における再生可能エネルギー導入評価に当たっては、再生可能エネルギー導
入の費用分析も重要である。本研究では、生涯平均化コスト(LCOE)の分析を行う。 

3.3 再生可能エネルギーがエネルギー需給の中心となった状況での国際電力市場制度の考

察 

再生可能エネルギーがエネルギー需給の中心となった状況を考察し、電力に加えて再生可能
エネルギーの取引の媒体となる水素やメタンなどの長期貯蔵可能なエネルギー媒体を含むエネ
ルギー取引市場の挙動を、簡略化された数理モデルを構築することにより検討する。 
 

４．研究成果 

4.1 限界費用ゼロエネルギーが基幹エネルギーとなったエネルギー市場における（国内）
市場制度の検討 
限界費用ゼロエネルギーが基幹エネルギーとなったエネルギー市場において必要となる市場

制度について検討を行った。理論的分析とシミュレーションモデルによる検討の結果、再生可能
エネルギーの供給量が潜在需要量に満たない場合（通常はこの場合に該当）には、従来の化石燃
料に依存した市場取引制度は機能しないことが定量的に示された。そして、その場合に望ましい
需給バランスを実現するためには、消費者がエネルギー消費から獲得する効用を関係者間で共
有することが必要となるがそれが難しいとすれば、電力市場においては以下の方策が候補とな
る。 

① 供給量の強制（計画）分配、 

② 消費者が、希望する量を消費できるように発電設備に投資、 

図１ 本研究で提案するエネルギー政策評価の枠組

み 
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③ 水素などの長期のエネルギー貯蔵（化学貯蔵）の導入 

（エネルギー貯蔵物質が豊富にあればそれは化石燃料の役割を担うが、豊富にないとす
れば，分配の問題は依然として残る．） 

④ 電力料金を適応的に変えることにより需給調整 

⑤ エネルギー販売の際に価格以外の情報を提供， 

例えば，供給量不足情報の提供により地域内にある電気機器運転を総合管理する。 

⑥ 派生需要であるエネルギー需要の特徴を活かし、本来の需要価値を市場取引する。これ
はエネルギー供給のサービス化を意味し、電力の Product Service System としての議論
が必要となる。 

 
4.2  ASEAN＋３の諸国の経済協力の影響分析の枠組み検討 

ASEAN＋３の諸国の経済協力の影響分析には、産業連関表を用いた複数国のエネルギー経済
モデルによる各国の政策分析環境を構築し、協力の条件を変えることによる協力の効果の変化
の様子を定量的に分析した。 

エネルギー協力政策が多国間レベル(ASEAN+3)の経済状況に及ぼす影響評価の枠組みを図２に
示す。ここで、政策策定担当者も含めて対話的にシミュレーションを進めること（図１）が、本
来であれば望ましい。本報告の最後にも記載しているが、その試みは新型コロナウィルスの世界
的なパンデミックによって実現できなかった。ただ、ここで述べている内容はそのままその政策
担当者を含めたシミュレーション実験に適用できるものである。 
モデルシミュレーションの主な結果は： 

(1) 石炭利用に代替するクリー
ンエネルギーは国によって
異なり、例えば、日本はより
多くのバイオマスを利用
し、中国はより多くの PVと
風力を利用し、韓国はより
多くの原子力を利用するな
どの多種多様なシナリオが
想定できる。 

(2) その選択の結果、中国、イ
ンドネシア、フィリピン、
ベトナムは、ASEAN+3 のク
リーンエネルギーシフト
により、大きな経済的な損
失を受けることとなる（図
３参照）。 

(3) ただし、BAU（現状推移型シ
ナリオ）からの各シナリオ
の輸出削減額は、各国の総
貿易額と比較した場合に
は大きな額とは言えず、別
の経済対策により補償で
きる可能性も示唆される。 

 

また、現在検討が進められて

いる ASEAN 電力網（ASEAN Power Grid）による電力貿易の経済影響評価に関する分析について

は、図４に示すように、ASEAN 諸国間の再生可能エネルギーのポンテンシャルや経済発展の段階

に大きな差異があることから、その間のエネルギー貿易については、大きな効果が期待できると

ともに、経済成長途上にある国の発展を阻害しないように制度設計には慎重な配慮も求められ

る。 

一方、図５に ASEAN諸国間の電力貿易の経済影響評価の枠組みを示す。ここで、電力取引に関

しては、電力供給総費用最小化の結果に基づいて分析されていることが重要である。また、分析

結果の一例として、タイとマレーシア間の電力取引結果の分析結果例を図６に示す。 

シミュレーション分析によって以下の事項が定量的に示された。 

(1) ASEAN 諸国間の電力取引は、ASEAN諸国内の再生可能エネルギーの導入・利用を促進する効

果がある。 

(2) 水力発電設備の有効利用の効果は、国際間の電力取引によって大きく増大する。 

図 2  ASEAN+3 間の経済協力影響分析の枠組
 

図３ ASEAN+3諸国への経済影響評価結果例 



 

 

(3) 現在、市場慣行と

して、ASEAN 諸国

間の電力取引は

主に長期電力購

入契約(PPA)に基

づいているが、再

生可能エネルギ

ーの変動特性を

考慮した電力貿

易を効果的に進

めるためには、短

期的な状況に応

じた取引を促進

することが必要

となる。 

なお、ASEAN 諸国に

おける再生可能エネ

ルギー導入評価に当

たっては、再生可能エネルギー導入の費用分析も重要である。本研究では、生涯平均化コスト

(LCOE)の分析も試みている。マレーシアにおける分析結果の例を図７に示す。 

 

4.3 再生可能エネルギーがエネルギー需給の中心となった状況での国際電力市場制度の考

察 

最後に、再生可能エネルギーがエネルギー需給の中心となった状況の検討を行い、再生可能エ
ネルギーの取引の媒体となる水素やメタンなどの長期貯蔵可能なエネルギー媒体の取引市場の
制度設計が特に発展途上にある再生可能エネルギー供給国にとって重要であることが、半定量
的に示された。 

一方、国際電力市場取引を考える際には、再生可能エネルギー特有の供給量の不確実性の影響
を打ち消すために、再生可能エネルギーから得られた電力の一部を水素、メタン、アンモニアな
どの化学エネルギーに変換・貯蔵することが求められる。その際には、化学エネルギーに変換す
る際の経済性の問題を考慮しないこととなり、再生可能エネルギーが基幹エネルギーとなった
場合には従来とは異なる特別な市場が出現すると考えられる。 
なお、当初の予定では図１の枠組みにより、ASEAN 諸国の若手政策担当者を招いてモデル分析

による政策決定シミュレーション実験を実施する予定であったが、新型コロナウィルスの世界
的なパンデミックにより、その試みは今後の課題として残されることとなった。ただ、本研究で
作成された枠組みは、そのままそのシミュレーション実験に利用でき、図１の政策担当者を含め
たシミュレーション実験の枠組み提案そのものも、この研究課題の重要な成果である。 
  

図５ ASEAN 諸国間の電力取引の影響分析評価の枠組み 
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図４ ASEAN 諸国の再生可能エネルギーポテンシャルと電力需要 

 



 

 

 

図６ 分析結果例（タイ、マレーシア間の電力貿易の経済影響分析） 

図７ マレーシアの太陽電池製造費用の分析結果例 
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